
秋田県地球温暖化対策推進条例

計画書制度に係る計画書・報告書の記入例

令和 6年 4月

生活環境部温暖化対策課



本記入例の構成

１．様式第１号 温室効果ガス排出抑制計画書

２．様式第２号 温室効果ガス排出量等報告書

３．別紙１ 事業活動に伴う原油換算エネルギー使用量算定表

４．別紙２ 温室効果ガス排出量算定表

５．事業所の所在地、名称、代表者の変更に係る計画書

（様式第１号 温室効果ガス排出抑制計画書）



様式第１号記入例

様式第１号 温室効果ガス排出抑制計画書（第２条関係）

(第１面）

6 年 6 月 30 日

（あて先）秋田県知事

住所

氏名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

温室効果ガス排出抑制計画書

第１項 (  第２項 、  第３項 、  第４項 )の

１　特定事業者の概要

29

令和

　秋田県地球温暖化対策推進条例第９条

規定により、次のとおり提出します

主たる事務所の名称 株式会社びのくに秋田

主たる事務所の所在地 秋田県秋田市山王四丁目１－１

事業者の主たる業種 電気機器器具製造業

秋田県秋田市山王四丁目１－１

株式会社びのくに秋田

　代表取締役社長　秋田　県太郎

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第１号（燃料並びに他

人から供給された熱及び電気を原油

に換算して年間1,500キロリットル

以上使用する者）

前年度の原油換算

エネルギー使用量

28,306 ｋＬ

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第２号（トラックを２

００台以上、バスを２００台以上又

はタクシーを３５０台以上登録する

者）

前年度末の県内登

録の自動車数

（例）バス220 台

秋田県地球温暖化対策推進条例第９条第３項

（特定事業者以外の事業者（一般事業者））

該当する事業者要件等

該当しない項は見え消し。

第１項：特定事業者

第２項：ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞﾁｪｰﾝ

第３項：一般事業者

第４項：変更計画書

２２２２

３３３３

４４４４

該当する□に

「レ」を記入 ５５５５

６６６６

日本標準産業分類の

中分類中分類中分類中分類の番号と

業種名を記入

代表者変更があった場

合は、変更計画書の提

出が必要です

所長や工場長などに

条例に係る諸手続きの

委任をしている場合は、

委任を受けた方の

所属する事業所の住所と

事業所名を記入します。

（委任状の添付が必要。

　なお、計画書提出時に

　既に委任状を添付して

　いる場合は、新たな添

　付は不要。）

県内の事務所の所在地を

記載

してください。

「主たる事務所の名称」と

「主たる事務所の所在地」

には、会社等の本社の名称

と所在地を記載してくださ

い。 

計画開始年度の

前年度

（令和６年度が

計画始期の場合

は、令和５年度令和５年度令和５年度令和５年度）

の原油換算エネ

ルギー使用量を

記入（別紙１で別紙１で別紙１で別紙１で

算定した値と同算定した値と同算定した値と同算定した値と同

じじじじになります）

押印不要です。押印不要です。押印不要です。押印不要です。

※自動車輸送事業者として特定事業者に該当す※自動車輸送事業者として特定事業者に該当す※自動車輸送事業者として特定事業者に該当す※自動車輸送事業者として特定事業者に該当す

る場合は、令和５年度末る場合は、令和５年度末る場合は、令和５年度末る場合は、令和５年度末の登録台数を記入

１１１１



様式第１号記入例

(第２面）

２　計画期間

令和 6 年度 ～ 令和 10 年度 （ 5 カ年） 新規 変更

３　温室効果ガスの排出の抑制に関する目標を達成するための基本方針

４　事業活動に伴うエネルギーの使用量

５　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する目標

（ 5 （ 10

[A] [B] [B]/[A]×100

t-CO2 t-CO2 ％

[C] [D] [D]/[C]×100

％

６　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施しようとする措置の内容

　　　別紙１参照

基準年度 目標年度

）年度 ）年度

209,609 199,000 94.9 

10.48 9.95 94.9 

t-CO2／百万円 t-CO2／百万円

実施予定年度 措置の内容

令和６年度

空調設備の運用・管理（温度設定、稼働台数等の調整）の改善（全工

場・事務所対象）

令和６年度 環境マネジメントシステム（ISO14001）の導入（大仙工場）

令和６～７年度 照明設備のＬＥＤへの更新（本社事務所及び各営業所）

令和６年度 太陽光発電設備の導入（本社事務所）

令和８年度 空調設備の高効率機器への更新（鹿角工場）

区分 対基準年度比

温室効果ガス排出量

原単位排出量

原単位に用いた指

標

生産額（百万円）

原単位に用いた指

標の設定方法

○　温室効果ガス排出量削減のため、令和5年度に環境総合計画を策定するととも

に、各部門に環境管理者(各部門長) を配置した。また、委員会を設置し、環境総合

計画に基づく実施状況の点検、評価を行っている。

○　具体的な取組として、エネルギー消費効率の改善や、ＯＡ機器などの購入時にお

ける省エネ機器の選択、発生する廃棄物の削減を行うほか、従業員への環境教育を定

期的に実施することにより、温室効果ガスの削減目標の達成を目指す。

計画の初年度と最終年度を記入します。

なお計画期間は、最長で５カ年です。

該当する□に「レ」を記入してください

特定事業者等の事業の概要や特性に応じて、中長期的な取組を見据えた基本方針や考え方を記入します。

書ききれない場合は、欄を増やすか、別紙を添付しても構いません。

事業活動に伴うエネルギーの種類ごとの使用量及び

原油換算エネルギー使用量を記入します。（別紙での提出も可）

原単位排出量

を削減目標と

する事業者の

み記入

・計画期間内で

実施を予定して

いる運用改善

や設備更新等

の措置につい

て、なるべく具

体的に記載。

・併せて、措置

の対象となる工

場や事業所名

も記載。

・欄の追加や別

紙の添付も可

基準年度における温室効果ガス排出量の内訳を添付

（基準年度は基準年度は基準年度は基準年度は、原則として、計画初年度の前年度です計画初年度の前年度です計画初年度の前年度です計画初年度の前年度です）

温室効果ガスの排出の量と密接な関係を持

つ指標（売上金額、生産数量、延床面積等）

を記入

単位を記入

指標を複数用いて原単位の指標を設定した

場合の計算方法等の考え方を記入

７７７７
８８８８

９９９９

10101010

1111

1111

ｱｱｱｱ

ｲｲｲｲ

ｳｳｳｳ

12121212



様式第１号記入例

(第３面）

７　条例第11条に規定する措置の内容

（ 5 ）年度 （ 10 ）年度

特記事項

取組の内容 取得量等

温室効果ガスの削減量

又は吸収量

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

50,000 26

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

ha ｔ-CO2

ｔ-CO2

ｍ3 ｔ-CO2

[E]

26 

ｔ-CO2

基準年度 目標年度

[A] [B]-[E] ([B]-[E])/[A]×100

209,609 198,974 94.9 

ｔ-CO2 ｔ-CO2 ％

再生可能エネルギーの供給

売電量

熱供給量

再生可能エネルギーの使用による排出削減量の取得

グリーン電力証書の取得 取得量

グリーン熱証書の取得 取得量

エネルギーの使用の合理化による排出削減量の取得

森林の保全及び整備 整備面積

森林の保全及び整備による吸収量の取得

県産材の利用 木材使用量

合　計

差引排出量

対基準年度比

　　・地球温暖化対策地域協議会の一員として、地域貢献活動を実施。

　　・令和３年９月に、秋田県環境大賞を受賞。

　　・秋田県内に設置する事務所数は、本社事務所１、工場３、営業所８

再生可能エネルギーの他者への供給や森林の保全及び整備等であって、

計画書作成時点で想定されるものを記入

過去の温室効果ガス排出削減に係る

実績や地球温暖化防止に貢献する

技術や商品の開発等の取組などを、

記入。

複数の工場や事務所、店舗を設置し

ている場合は、工場数なども記入して

ください。

Ｊ－クレジット、国内クレジット、

Ｊ－ＶＥＲ

Ｊ－クレジット、国内クレジット

Ｊ－ＶＥＲ

Ｊ－クレジット、Ｊ－ＶＥＲ

（第２面）の

基準年度及び

目標年度を記入

（第２面）の

基準年度の

温室効果ガス

排出量を記入

温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超える場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超える場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超える場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超える場合

（目標年度の総排出量が基準年度より多くなる場合目標年度の総排出量が基準年度より多くなる場合目標年度の総排出量が基準年度より多くなる場合目標年度の総排出量が基準年度より多くなる場合）は、その理由を記載してくださいその理由を記載してくださいその理由を記載してくださいその理由を記載してください。

記載例：当社の温室効果ガス排出量は、生産量との相関があり、将来生産量が増える見込みであることから、

　　　　　目標年度の排出量は基準年度より増加する。

　　　　　なお、当社では、原単位ベースでは、目標年度までに５％の削減を見込んでいる。

13131313

ｱｱｱｱ

ｲｲｲｲ

ｳｳｳｳ

ｴｴｴｴ

ｵｵｵｵ

ｶｶｶｶ

ｷｷｷｷ

ｸｸｸｸ

14141414

小数点以下

切り捨て

小数点第２位

四捨五入

秋田の森づくり

森林整備による

ＣＯ２吸収量認証

制度実施要綱

に基づき実施

する森林整備

原油換算エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の算定に当たって、実測値に基づく単位発熱量や

排出係数を使用する場合は、その旨を記入してください。（根拠となる資料も添付してください。）



様式第１号記入例

(第４面）

連絡先

備考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

担当部署 総務部　環境課

担当部署住所 秋田県秋田市山王四丁目１－１

担当者氏名 ○○　○○

電話番号 ０１８－○○○－××××

ファクシミリ番号 ０１８－○○○－△△△△

メールアドレス abcdefg@ghijk.ne.jp

　「事業者の主たる業種」欄には、日本標準産業分類に従った中分類（分類番号及び事

業名）を記載し、２以上の業種に属する事業を行う事業者にあっては、そのうちの主た

る業種を記載してください。

　「該当する事業者要件等」には、該当する□に「レ」を記入し、前年度の原油換算エ

ネルギー使用量又は県内登録の自動車数を記載してください。

　「２　計画期間」には、計画の初年度と最終年度を記載してください。この場合にお

いて、計画期間は最長で５カ年度間となります。

　また、「新規、変更の別」には、該当する□に「レ」を記入してください。

　「３　温室効果ガスの排出の抑制に関する目標を達成するための基本方針」には、特

定事業者等の事業の概要や特性に応じて、中長期的な取組を見据えた基本方針や考え方

を記載してください。

　「４　事業活動に伴うエネルギーの使用量」には、事業活動に伴うエネルギーの種類

ごとの使用量及び原油換算エネルギー使用量を記載してください。（別紙での提出も可

能です。）

　「５　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する目標」の「温室効果ガス排出

量」は、全ての特定事業者等が必ず記載してください。

　「基準年度」は、原則として、計画期間の初年度の前年度とし、「目標年度」は計画

期間の最終年度としてください。

　「原単位排出量」については、温室効果ガスの排出量の削減目標を原単位排出量で設

定した場合にのみ、記載してください。

　「原単位排出量」を記載する際は、「原単位に用いた指標」には、温室効果ガスの排

出の量と密接な関係を持つ指標（売上金額、生産数量、延べ床面積等）を、「原単位に

用いた指標の設定方法」には、温室効果ガスの排出の量と密接な関係を持つ指標を複数

用いて原単位の指標を設定した場合の計算方法等の考え方を記載してください。

　「６　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施しようとする措置の内容」には、

実施予定の運用改善や設備更新等の措置について、記載してください。

　「７　条例第11条に規定する措置の内容」には、再生可能エネルギーの他者への供給

や森林の保全及び整備等であって、計画書作成時点で想定されるものを記載してくださ

い。

　「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に貢

献するする技術や商品の開発等の取組などを、記載してください。

　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。

　基準年度における温室効果ガス排出量の内訳を添付してください。

　また、原油換算エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の算定に当たって、実測値に

基づく単位発熱量や排出係数を使用する場合は、その根拠となる資料を添付してくださ

い。

15151515

計画書を作成した実際の部署

・担当者、連絡先等を

必ず記入してください。

→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点

がある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせて

いただくため。いただくため。いただくため。いただくため。

温室効果ガス排出量の内訳には、手引きに掲載の

「（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表」を添付してください。



様式第２号記入例

様式第２号 温室効果ガス排出量等報告書（第２条関係）

(第１面）

6 年 6 月 30 日

（あて先）秋田県知事

住所

氏名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

温室効果ガス排出量等報告書

１　特定事業者の概要

29

令和

　秋田県地球温暖化対策推進条例第１０条の規定により、次のとおり提出します。

主たる事務所の名称 株式会社びのくに

主たる事務所の所在地 秋田県秋田市山王四丁目１－１

事業者の主たる業種 電気機器器具製造業

秋田県秋田市山王四丁目１－１

株式会社びのくに秋田

　代表取締役社長　秋田　県太郎

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第１号（燃料並びに他

人から供給された熱及び電気を原油

に換算して年間1,500キロリットル

以上使用する者）

前年度の原油換算

エネルギー使用量

28,306 ｋＬ

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第２号（トラックを２

００台以上、バスを２００台以上又

はタクシーを３５０台以上登録する

者）

前年度末の県内登

録の自動車数

（例）バス220

台

秋田県地球温暖化対策推進条例第９条第３項

（特定事業者以外の事業者（一般事業者））

該当する事業者要件等

所長や工場長などに

条例に係る諸手続きの

委任をしている場合は、

委任を受けた方の

所属する事業所の住所と

事業所名を記入します。

（委任状の添付が必要。

　なお、計画書提出時に

　既に委任状を添付して

　いる場合は、新たな添

　付は不要。）

該当する□に

「レ」を記入

日本標準産業分類の

中分類中分類中分類中分類の番号と

業種名を記入

1111

２２２２

３３３３

４４４４

５５５５

６６６６

報告対象年度である

令和５年度令和５年度令和５年度令和５年度のエネル

ギー使用量を記入（別別別別

紙１で算定した値紙１で算定した値紙１で算定した値紙１で算定した値

　と同じと同じと同じと同じになります）

※自動車輸送事業者として特定事業者に該当する場合は、令和５年※自動車輸送事業者として特定事業者に該当する場合は、令和５年※自動車輸送事業者として特定事業者に該当する場合は、令和５年※自動車輸送事業者として特定事業者に該当する場合は、令和５年

度末度末度末度末の登録台数を記入

県内の事務所の所在地を記

載

してください。

「主たる事務所の名称」と「主たる事務所の

所在地」には、会社等の本社の名称と所在

地を

記載してください。 

押印は不要押印は不要押印は不要押印は不要になりました。になりました。になりました。になりました。



様式第２号記入例

(第２面）

２　実施年度

令和 5 年度

３　事業活動に伴うエネルギーの使用量

４　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する実績等

（ 2 )年度 （ 7 )年度 （ 5 )年度

５　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施した措置の内容

別紙１参照

基準年度 目標年度 実施年度

[A] [B] [E]

220,000 199,000 90.5 209,609 95.3 

t-CO2 t-CO2 ％ t-CO2 ％

[C] [D] [F]

11.00 9.95 90.5 10.48 95.3 

t-CO2／百万円 t-CO2／百万円 ％ t-CO2／百万円 ％

実施期間 措置の内容

令和5年度

空調設備の運用・管理（温度設定、稼働台数等の調整）の改善（全工

場・事務所対象）

令和5年度

照明設備のＬＥＤへの更新（計画を前倒しで実施した。）（○○営業

所等２カ所）

区分

対基準

年度比

対基準

年度比

(実績)

温室効果ガス排出量

原単位排出量

原単位に用い

た指標

生産額（百万円）

報告対象年度（提出年度の前年度）を記入します。

事業活動に伴うエネルギーの種類ごとの使用量及び原油換算

エネルギー使用量を記入してください。（別紙での提出も可）

既に提出いただいている 温室効果ガス排出抑制計画書 と 同じ数値等を記入

（数値等に変更がある場合は数値等に変更がある場合は数値等に変更がある場合は数値等に変更がある場合は、別途変更後の計画書の提出が必要別途変更後の計画書の提出が必要別途変更後の計画書の提出が必要別途変更後の計画書の提出が必要です）

報告対象年度に実施した内容を記入報告対象年度に実施した内容を記入報告対象年度に実施した内容を記入報告対象年度に実施した内容を記入

・併せて、措置の対象となる工場や事業所名も記入。

・欄の追加や別紙の添付も可

・目標数値に影響しない社会貢献活動などは、

（第３面）特記事項に記入してください。

報告対象年度の

実績を記入

必ず記入

小数点第２位

四捨五入

原単位排

出量を削

減目標と

している

事業者

のみ記入。

７７７７

８８８８

９９９９

10101010

ｱｱｱｱ

ｲｲｲｲ

ｳｳｳｳ

（別紙２で別紙２で別紙２で別紙２で

　算定した値算定した値算定した値算定した値

　と同じと同じと同じと同じに

　なります）



様式第２号記入例

(第３面）

６　条例第１１条に規定する措置の内容

（ 2 ）年度 （ 5 ）年度

特記事項

取組の内容 取得量等

温室効果ガスの削減量

又は吸収量

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

20,000 10 

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

ha ｔ-CO2

ｔ-CO2

ｍ3 ｔ-CO2

[G]

10 

ｔ-CO2

基準年度 実施年度

[A] [E]-[G] ([E]-[G])/[A]×100

220,000 209,599 95.3

ｔ-CO2 ｔ-CO2 ％

再生可能エネルギーの供

給

売電量

熱供給量

再生可能エネルギーの使用による排出削減量の取得

グリーン電力証書の取得 取得量

グリーン熱証書の取得 取得量

エネルギーの使用の合理化による排出削減量の取得

森林の保全及び整備 整備面積

森林の保全及び整備による吸収量の取得

県産材の利用 木材使用量

合　計

差引排出量

対基準年度比

　　・○○市と○○市において、地域の緑化推進のボランティア活動に参加。

　　・秋田県内に設置する事務所数は、本社事務所１、工場３、営業所８

報告対象年度における、

再生可能エネルギーの他者への供給、

クレジットの取得、

森林の保全及び整備等の実績　を記入

Ｊ－クレジット、国内クレジット

Ｊ－ＶＥＲ

Ｊ－クレジット、国内クレジット

Ｊ－ＶＥＲ

Ｊ－クレジット、Ｊ－ＶＥＲ

秋田の森づくり

森林整備による

ＣＯ２吸収量認証

制度実施要綱

に基づき実施

する森林整備

（第２面）の基準年度の

温室効果ガス排出量を

記入。

地球温暖化防止に貢献する技術や

商品の開発等の取組などを、

記入してください。

複数の工場や事務所、店舗を

設置している場合は、

工場数なども記載してください。

（第２面）の実施年度の温室効果ガスから、

上の表の合計を減じた数値を記入。

小数点第２位

四捨五入

小数点以下

切り捨て

原油換算エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の算定に当たって、実測値に基づく単位発熱量や

排出係数を使用する場合は、その旨も記入してください。（根拠となる資料も添付してください。）

 温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超えた場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超えた場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超えた場合温室効果ガスの総排出量の対基準年度比が、100%を超えた場合

 （実施年度の総排出量が基準年度より多くなる場合実施年度の総排出量が基準年度より多くなる場合実施年度の総排出量が基準年度より多くなる場合実施年度の総排出量が基準年度より多くなる場合）は、その理由も記載してくださいその理由も記載してくださいその理由も記載してくださいその理由も記載してください。

 　記載例１：当社の温室効果ガス排出量は、生産量との相関があり、

 　　　　　　　令和5年度の生産量が増えたことから、実施年度の排出量が増加した。

                ただし、省エネ対策を進めたことにより、原単位排出量は基準年度より減少した。

　 記載例２：令和5年度のエネルギー使用量は減少したが、電気に係るCO2排出係数が上がったため。

 計画期間最終年度の場合、総排出量が目標年度より多くなる際には、計画期間最終年度の場合、総排出量が目標年度より多くなる際には、計画期間最終年度の場合、総排出量が目標年度より多くなる際には、計画期間最終年度の場合、総排出量が目標年度より多くなる際には、

 同様にその理由を記載してください。 同様にその理由を記載してください。 同様にその理由を記載してください。 同様にその理由を記載してください。

11111111

12121212

秋田県産材

利用促進CO2

固定量認証

制度に基づく

もの



様式第２号記入例

(第４面）

連絡先

備考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

担当部署 総務部　環境課

担当部署住所 秋田県秋田市山王四丁目１－１

担当者氏名 ○○　○○

電話番号 ０１８－○○○－××××

ファクシミリ番号 ０１８－○○○－△△△△

メールアドレス abcdefg@ghijk.ne.jp

　「事業者の主たる業種」欄には、日本標準産業分類に従った中分類（分類番号及び事

業名）を記載し、２以上の業種に属する事業を行う事業者にあっては、そのうちの主た

る業種を記載してください。

　「該当する事業者要件等」には、該当する□に「レ」を記入し、前年度の原油換算エ

ネルギー使用量又は県内登録の自動車数を記載してください。

　「２　実施年度」には、今回の報告に係る措置を実施した年度（報告年度の前年度と

し、以下「報告対象年度」という。）を記載してください。

　「３　事業活動に伴うエネルギーの使用量」には、事業活動に伴うエネルギーの種類

ごとの使用量及び原油換算エネルギー使用量を記載してください。（別紙での提出も可

能です。）

　「４　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する実績等」の「温室効果ガス排出

量」は、全ての事業者が必ず記載してください。

　温室効果ガス排出抑制計画書において、温室効果ガスの排出量の削減目標を原単位排

出量で設定した事業者にあっては、「原単位排出量」の欄も記載してください。

　「原単位排出量」を記入する際は、「原単位に用いた指標」には、温室効果ガスの排

出の量と密接な関係を持つ指標（売上金額、生産数量、延べ床面積等）を記載してくだ

さい。

　「５　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施した措置の内容」には、報告対象

年度に実施した運用改善や設備更新等の措置について記載してください。

　「６　条例第11条に規定する措置の内容」には、再生可能エネルギーの他者への供給

や森林の保全及び整備等であって、報告対象年度に取得した実績等を記載してくださ

い。　また、取得した量などがわかる書類を添付してください。

　「特記事項」欄には、報告対象年度における県外を含めた企業全体の温室効果ガス排

出抑制に係る実績や地球温暖化防止に貢献する技術や商品の開発等の取組などを、記載

してください。

　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。

　報告対象年度における温室効果ガス排出量の内訳を添付してください。

　また、原油換算エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の算定に当たって、実測値に

基づく単位発熱量や排出係数を使用する場合は、その根拠となる資料を添付してくださ

い。

手引きに掲載の

「（別紙１）事業活動に伴うエネルギー使用量算定表（別紙１）事業活動に伴うエネルギー使用量算定表（別紙１）事業活動に伴うエネルギー使用量算定表（別紙１）事業活動に伴うエネルギー使用量算定表」を添付してくださ

い。

温室効果ガス排出量の内訳には、手引きに掲載の

「（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表（別紙２）温室効果ガス排出量算定表」を添付してください。

報告書を作成した実際の部署

・担当者、連絡先等を記入し

て

ください。

→報告書の内容等で不明な点→報告書の内容等で不明な点→報告書の内容等で不明な点→報告書の内容等で不明な点

がある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせて

いただくため。いただくため。いただくため。いただくため。

13131313



（別紙１）

（ 5555 ）年度

単位

数値

Ａ

熱量(GＪ)

（Ｂ＝Ａ×Ｃ）

数値

Ｃ

単位

ｋＬ 38.3 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 34.8 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 50.00 50.00 50.00 50.00 1,670 33.4 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 33.3 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 36.3 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 3,500.00 3,500.00 3,500.00 3,500.00 127,750 36.5 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 150.00 150.00 150.00 150.00 5,700 38.0 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 2,000.00 2,000.00 2,000.00 2,000.00 77,800 38.9 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 41.8 GＪ/ｋＬ

ｔ 40.0 GＪ/ｔ

ｔ 34.1 GＪ/ｔ

ｔ 50.1 GＪ/ｔ

千㎥ 46.1 GＪ/千㎥

ｔ 54.7 GＪ/ｔ

千㎥ 38.4 GＪ/千㎥

輸入原料炭 ｔ 28.7 GＪ/ｔ

コークス用原料炭 ｔ 28.9 GＪ/ｔ

吹込用原料炭 ｔ 28.3 GＪ/ｔ

輸入一般炭 ｔ 26.1 GＪ/ｔ

国産一般炭 ｔ 24.2 GＪ/ｔ

ｔ 27.8 GＪ/ｔ

ｔ 29.0 GＪ/ｔ

ｔ 37.3 GＪ/ｔ

千㎥ 18.4 GＪ/千㎥

千㎥ 3.23 GＪ/千㎥

千㎥ 3.45 GＪ/千㎥

千㎥ 7.53 GＪ/千㎥

千㎥ 400.00 400.00 400.00 400.00 18,419 46.05 GＪ/千㎥

ｔ 13.6 GＪ/ｔ

ｔ 13.2 GＪ/ｔ

ｔ 17.1 GＪ/ｔ

ｋＬ 23.4 GＪ/ｋＬ

ｋＬ 35.6 GＪ/ｋＬ

千㎥ 21.2 GＪ/千㎥

ｔ 13.2 GＪ/ｔ

ｔ 18.0 GＪ/ｔ

ｔ 26.9 GＪ/ｔ

ｔ 33.2 GＪ/ｔ

ｔ 29.3 GＪ/ｔ

ｔ 29.3 GＪ/ｔ

ｋＬ 40.2 GＪ/ｋＬ

千㎥ 21.2 GＪ/千㎥

ｔ 17.1 GＪ/ｔ

ｔ 142.0 GＪ/ｔ

ｔ 22.5 GＪ/ｔ

231,339

GＪ 1.17 GＪ/GＪ

GＪ 1.19 GＪ/GＪ

GＪ 1.19 GＪ/GＪ

GＪ 1.19 GＪ/GＪ

GＪ 1.00 GＪ/GＪ

GＪ 1.00 GＪ/GＪ

GＪ 1.00 GＪ/GＪ

GＪ 1.00 GＪ/GＪ

昼間・夜間買電 千ｋWh 70,000.00 70,000.00 70,000.00 70,000.00 604,800 8.64 GJ/千ｋWh

昼間・夜間買電 千ｋWh 30,000.00 30,000.00 30,000.00 30,000.00 259,200 8.64 GJ/千ｋWh

上記以外の買電 千ｋWh 8.64 GJ/千ｋWh

太陽光 千ｋWh 500.00 500.00 500.00 500.00 1,800 3.60 GJ/千ｋWh

水力 千ｋWh 3.60 GJ/千ｋWh

風力 千ｋWh 3.60 GJ/千ｋWh

その他 千ｋWh 3.60 GJ/千ｋWh

865,800865,800865,800865,800

1,097,1391,097,1391,097,1391,097,139

28,30628,30628,30628,306 0.0258 kL/GJ

備考

　都市ガスの単位発熱量「数値Ｃ」欄の数値は、ガス供給事業者ごとの実際の数値を用いること。

事業活動に伴う原油換算エネルギー使用量算定表

エネルギー使用量 単位発熱量

原油（コンデンセートを除く）

原油のうちコンデンセート（ＮＧＬ）

揮発油（ガソリン）

ナフサ

ジェット燃料油

灯油

軽油

Ａ重油

Ｂ・Ｃ重油

石油アスファルト

石油コークス

液化石油ガス(ＬＰＧ)

石油系炭化水素ガス

液化天然ガス(ＬＮＧ)

その他可燃性天然ガス

輸入無煙炭

石炭コークス

コールタール

コークス炉ガス

高炉ガス

発電用高炉ガス

転炉ガス

都市ガス

(          )

(          )

黒液

木材

木質廃材

バイオエタノール

バイオディーゼル

バイオガス

その他バイオマス

RDF

RPF

廃タイヤ

廃プラスチック(一般廃棄物)

廃プラスチック(産業廃棄物)

廃油

廃棄物ガス

混合廃材

水素

アンモニア

その他燃料(                      )

小　計　①

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

冷水

地熱

温泉熱

太陽熱

雪氷熱

小　計　②

電気事業者①

電気事業者②

自己託送(非燃料由来を除

く)

小　計　③　　　　

合   計(GJ)　④＝①＋②＋③

原油換算エネルギー使用量（ｋL)　⑤＝④×0.0258

エネルギーの種類

石油ガス

可燃性天然ガス

石炭

原料炭

一般炭

その他の

燃料等

自家発電/消費

自己託送(非燃料由来)、オ

フサイト型PPA

化

石

燃

料

非

化

石

燃

料

熱

電

気

●この算定表は、計画書及び報告書に別紙とし

て添付する「事業活動に伴うエネルギー使用

量」の様式となります。

●また、この様式にエネルギー使用量を入力す

ることにより、原油換算エネルギー使用量を算

定することができます。

●淡黄色の欄に、秋田県内に設置している事業

所のエネルギーの種類ごとの使用量の合計を入

力すると、表の水色の欄（熱量等）、原油換算

エネルギー使用量が自動計算されます。

●産業用以外の蒸気、温水、冷水については換

算係数の数値として熱供給事業者が独自の数値

を提供する場合は、その値を用いることができ

ます。その場合には計算表に記入されている値

を修正して計算してください。

　なお、非化石熱を使用されている場合は、省

エネ法の基準に倣い、その使用量を入力くださ

い。

●燃料にLPGを使用しており、使用量が㎥（立法

メートル）単位で示されている場合には、供給

業者にｔ（トン）に換算する係数を確認して、

換算して記入してください。

　なお、確認が困難な場合は、以下の係数を使

用してください。

　プロパン：1／502（t／㎥）

　ブ タ ン：1／355（t／㎥）

　プロパン・ブタンの混合：1／458（t／㎥）

●都市ガスはガス会社により発熱量が異なりま

すので、次のいずれかの方法により確認してく

ださい。

・契約を調べる

・ガス会社に確認する

※この欄は、毎年間違いの多い箇所間違いの多い箇所間違いの多い箇所間違いの多い箇所ですので、

ご注意ください。

●原油換算エネルギー使用量が、1,500ｋL以上1,500ｋL以上1,500ｋL以上1,500ｋL以上

の場合は、条例に規定する「特定事業者」に該

当します。

報告対象年度

（5年度）を入力

報告対象年度（5年度）
に使用したエネルギーの
量を入力

都市ガスを使用
している場合
は、ガス会社
が発表している
発熱量を入力

複数の都市ガス
会社の都市ガス
を使用している
場合はここに記
入してください

エネルギー使用量に

単位発熱量等を

乗じた値を入力

（この欄は自動計

算）



（別紙２）

１　エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素排出量

（ 5555 ）年度

数値

Ａ

単位

熱量(GＪ)

Ｂ

数値

Ｃ

単位

熱量(GＪ)

Ｄ

ｋＬ ｋＬ 38.3 0.0190 

ｋＬ ｋＬ 34.8 0.0183 

50.0050.0050.0050.00 ｋＬ 1,670 ｋＬ 1,670 115 33.4 0.0187 

ｋＬ ｋＬ 33.3 0.0186 

ｋＬ ｋＬ 36.3 0.0186 

3,500.003,500.003,500.003,500.00 ｋＬ 127,750 ｋＬ 127,750 8,759 36.5 0.0187 

150.00150.00150.00150.00 ｋＬ 5,700 ｋＬ 5,700 393 38.0 0.0188 

2,000.002,000.002,000.002,000.00 ｋＬ 77,800 ｋＬ 77,800 5,506 38.9 0.0193 

ｋＬ ｋＬ 41.8 0.0202 

ｔ ｔ 40.0 0.0204 

ｔ ｔ 34.1 0.0245 

ｔ ｔ 50.1 0.0163 

千m

3

千m

3

46.1 0.0144 

ｔ ｔ 54.7 0.0139 

千m

3

千m

3

38.4 0.0139 

輸入原料炭 ｔ ｔ 28.7 0.0246 

コークス用原料炭 ｔ ｔ 28.9 0.0245 

吹込用原料炭 ｔ ｔ 28.3 0.0251 

輸入一般炭 ｔ ｔ 26.1 0.0243 

国産一般炭 ｔ ｔ 24.2 0.0242 

ｔ ｔ 27.8 0.0259 

ｔ ｔ 29.0 0.0299 

ｔ ｔ 37.3 0.0209 

千m

3

千m

3

18.4 0.0109 

千m

3

千m

3

3.23 0.0264 

千m

3

千m

3

3.45 0.0264 

千m

3

千m

3

7.53 0.0420 

400.00400.00400.00400.00 千m

3

18,419 千m

3

18,419 138,446 46.05 46.05 46.05 46.05 2.0500 2.0500 2.0500 2.0500 

ｔ GＪ/ｔ 18.0 0.0170 

ｔ GＪ/ｔ 26.9 0.0166

ｔ GＪ/ｔ 33.2 0.0135

ｔ GＪ/ｔ 29.3 0.0262

ｔ GＪ/ｔ 29.3 0.0239

ｋＬ GＪ/ｋＬ 40.2 0.0179

153,219 153,219 153,219 153,219 

GＪ GＪ 0.060 

GＪ GＪ 0.053 

GＪ GＪ 0.053 

GＪ GＪ 0.053 

70,000.0070,000.0070,000.0070,000.00 千ｋWh 千ｋWh 70,000 33,390 0.4770.4770.4770.477

30,000.0030,000.0030,000.0030,000.00 千ｋWh 千ｋWh 30,000

千ｋWh 千ｋWh

千ｋWh 500500500500 千ｋWh -500

33,390 33,390 33,390 33,390 

186,609 186,609 186,609 186,609 

備考

「Ｅ＝Ｂ－Ｄ」は、熱について、Ｅ＝Ａ－Ｃとする。

２　温室効果ガスの総排出量

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

t-CO2

温室効果ガス排出量算定表

エネルギーの使用量 販販販販売売売売したエネルギーの量

原油（コンデンセートを除く）

原油のうちコンデンセート（ＮＧＬ）

揮発油（ガソリン）

ナフサ

ジェット燃料

灯油

軽油

Ａ重油

Ｂ・Ｃ重油

石油アスファルト

石油コークス

液化石油ガス（ＬＰＧ）

石油系炭化水素ガス

液化天然ガス（ＬＮＧ）

その他可燃性天然ガス

輸入無煙炭

石炭コークス

コールタール

コークス炉ガス

高炉ガス

発電用高炉ガス

転炉ガス

都市ガス

(          )

(          )

RDF

RPF

廃タイヤ

廃プラスチック(一般廃棄物)

廃プラスチック(産業廃棄物)

廃油

小　　計　①小　　計　①小　　計　①小　　計　①

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

冷水

小　　計　②小　　計　②小　　計　②小　　計　②

電気事業者① 昼間・夜間買電

電気事業者② 昼間・夜間買電

上記以外の買電

自家発電

小　　計　③小　　計　③小　　計　③小　　計　③

合   計　④＝①＋②＋③合   計　④＝①＋②＋③合   計　④＝①＋②＋③合   計　④＝①＋②＋③

区　　分 温室効果ガスの排出量

エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素 186,609186,609186,609186,609

上記以外の二酸化炭素

メタンの排出量

一酸化二窒素の排出量 10,00010,00010,00010,000

ハイドロフルオロカーボンの排出量 13,00013,00013,00013,000

パーフルオロカーボンの排出量

六ふっ化硫黄の排出量

三ふっ化窒素の排出量

合　　計 209,609209,609209,609209,609

エネルギーの種類

単位発単位発単位発単位発

熱量熱量熱量熱量

排出係数排出係数排出係数排出係数

Ｅ=Ｂ-Ｄ

二酸化炭素排出

量

（t-CO2）

石油ガス

可燃性天然ガス

石炭

原料炭

一般炭

その他の燃料

熱熱熱熱

電電電電

気気気気
その他

二酸化炭素の排出量

化化化化

石石石石

燃燃燃燃

料料料料

非非非非

化化化化

石石石石

燃燃燃燃

料料料料

●この算定表は、計画書及び報

告書に別紙として添付する温室

効果ガス排出量の内訳書の様式

となります。

●また、この様式にエネルギー

使用量を入力することで、エネ

ルギー起源二酸化炭素を算定す

ることができます。

（エネルギー起源以外の温室効果

ガス排出量について、個別に算定

する必要があります。）

●エネルギー起源二酸化炭素排

出量を算定する際は、淡黄色の

欄に、秋田県内に設置している

事業所の種類ごとのエネルギー

使用量を入力してください。

●また、販売したエネルギーが

ある場合や、その他の燃料を使

用している場合も、淡黄色の欄

に数値等を入力してください。

●単位発熱量や排出係数に、実

測値を用いる場合は、適宜、数

値を変更してください。なお、

この場合は、計画書（報告書）

の特記事項にこの旨を記載する

●電気に係る温室効果ガスの算

定にあたっては、朱色のセル

に、毎年度、国が公表する基礎

排出係数を入力してください。

（排出係数は毎年度変更されま

す）

＜参考＞令和5年度令和5年度令和5年度令和5年度の排出量を計

算するための、東北電力の基礎

排出係数は、

　0.477(t-CO2/千kWh)0.477(t-CO2/千kWh)0.477(t-CO2/千kWh)0.477(t-CO2/千kWh)となって

います。

●特定規模電気事業者の場合

は、国が公表する各事業者毎の

基礎排出係数を入力してくださ

い。（令和5年12月22日 環境

省・経済産業省公表「電気事業

者別排出係数（特定排出者の温

室効果ガス排出量算定用）－令

和4年度実績－」

●これ以外の場合は、実測に基

●水色のセルは、自動的に入力、計

算されます。

●エネルギー起源以外の温室効果

ガスについては、「温室効果ガス排

出量算定・報告マニュアル」により算

定した数値を淡黄色のセルに入力し

てください。

●緑色のセルの数値が、事業者

の温室効果ガス排出量となりま

す。

●都市ガスの単位発熱量は、ガ

ス供給者ごとの実際の数値を入

力してください。

●ガス事業者別排出係数をご確

認いただき、排出係数をご入力

ください。

エネルギー起源以外
の

温室効果ガスの排出
が

ある場合は、

報告対象年度
（５年度）を入力

自動で転記されます

自動計算

A エネルギー使用量

×

単位発熱量

エネルギー起源ＣＯ２と
エネルギー起源以外の温
室効果ガスの排出量の合

計
（自動算定）

自動計算

最終的なエネルギー使用量
（Ｅ）を二酸化炭素に換
算。
燃料： Ｅ×排出係数×44÷12

熱、電気： Ｅ×排出係数

別紙１から自動で転記別紙１から自動で転記別紙１から自動で転記別紙１から自動で転記

※分割版を利用している場合
は、

別紙１と同じ数値を改めて
入力する必要があります。

自動計算

C 販売したエネルギー量

×

単位発熱量

販売したエネル
ギーがある場合、
この欄に入力しま

す。

自動計算

Ｂ エネルギー使用に係る熱量

－

Ｄ 販売したエネルギーの熱量

・都市ガ
ス
・電気
・(熱供給)

毎年係数が
変わりま
す。

次のエネルギーは、供給事業

者によって係数が異なるので

注意！

エネルギー（燃料＋熱＋電気）起
源の

ＣＯ２排出量



所在地、名称、代表者の変更に係る（様式第１号）計画書の記入例

様式第１号 温室効果ガス排出抑制計画書（第２条関係）

(第１面）

6 年 10 月 30 日

（あて先）秋田県知事

住所

氏名

法人にあっては、主たる事務所の

所在地、名称及び代表者の氏名

温室効果ガス排出抑制計画書

 第１項 (  第２項 、  第３項 、 第４項 )の

１　特定事業者の概要

令和

　秋田県地球温暖化対策推進条例第９条

規定により、次のとおり提出します

主たる事務所の名称

主たる事務所の所在地

事業者の主たる業種

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第１号（燃料並びに他

人から供給された熱及び電気を原油

に換算して年間1,500キロリットル以

上使用する者）

前年度の原油換算

エネルギー使用量

ｋＬ

　秋田県地球温暖化対策推進条例施

行規則第４条第２号（トラックを２

００台以上、バスを２００台以上又

はタクシーを３５０台以上登録する

者）

前年度末の県内登

録の自動車数

台

秋田県地球温暖化対策推進条例第９条第３項

（特定事業者以外の事業者（一般事業者））

該当する事業者要件等

提出日を記入し

てください

変更後変更後変更後変更後の住所（所在

地）、会社の名称、代

表者の役職氏名を記

入してください。

（押印は不要です）

第４項に○をし

てください

変更後変更後変更後変更後の本社本社本社本社の

名称と所在地を記

入してください。 



所在地、名称、代表者の変更に係る（様式第１号）計画書の記入例

(第２面）

２　計画期間

令和 年度 ～ 令和 年度 （ カ年） 新規 変更

３　温室効果ガスの排出の抑制に関する目標を達成するための基本方針

４　事業活動に伴うエネルギーの使用量

５　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する目標

（ （

[A] [B] [B]/[A]×100

t-CO2 t-CO2 ％

[C] [D] [D]/[C]×100

％

６　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施しようとする措置の内容

基準年度 目標年度

）年度 ）年度

実施予定年度 措置の内容

区分 対基準年度比

温室効果ガス排出量

原単位排出量

原単位に用いた指

標

原単位に用いた指

標の設定方法

変更の□に「レ」を記入してください



所在地、名称、代表者の変更に係る（様式第１号）計画書の記入例

(第３面）

７　条例第11条に規定する措置の内容

（ ）年度 （ ）年度

特記事項

取組の内容 取得量等

温室効果ガスの削減量

又は吸収量

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

kWh ｔ-CO2

GJ ｔ-CO2

ｔ-CO2

ha ｔ-CO2

ｔ-CO2

ｍ3 ｔ-CO2

[E]

ｔ-CO2

基準年度 目標年度

[A] [B]-[E] ([B]-[E])/[A]×100

ｔ-CO2 ｔ-CO2 ％

再生可能エネルギーの供給

売電量

熱供給量

再生可能エネルギーの使用による排出削減量の取得

グリーン電力証書の取得 取得量

グリーン熱証書の取得 取得量

エネルギーの使用の合理化による排出削減量の取得

森林の保全及び整備 整備面積

森林の保全及び整備による吸収量の取得

県産材の利用 木材使用量

合　計

差引排出量

対基準年度比

＜記載例＞

・会社の所在地（名称、代表者の氏名）の変更

　　変更前の所在地：秋田県秋田市○○１番１号

　　変更前の名称：株式会社　あきた

　　変更前の代表者の氏名：代表取締役　秋田一郎

記載例を参考に、変更前の所在地、変更前の所在地、変更前の所在地、変更前の所在地（名称名称名称名称、代表者の氏名代表者の氏名代表者の氏名代表者の氏名）を記入し、

変更箇所が明確に判るようにしてください。



所在地、名称、代表者の変更に係る（様式第１号）計画書の記入例

(第４面）

連絡先

備考

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

担当部署 総務部　環境課

担当部署住所 秋田県秋田市山王四丁目１－１

担当者氏名 ○○　○○

電話番号 ０１８－○○○－××××

ファクシミリ番号 ０１８－○○○－△△△△

メールアドレス abcdefg@ghijk.ne.jp

　「事業者の主たる業種」欄には、日本標準産業分類に従った中分類（分類番号及び事

業名）を記載し、２以上の業種に属する事業を行う事業者にあっては、そのうちの主た

る業種を記載してください。

　「該当する事業者要件等」には、該当する□に「レ」を記入し、前年度の原油換算エ

ネルギー使用量又は県内登録の自動車数を記載してください。

　「２　計画期間」には、計画の初年度と最終年度を記載してください。この場合にお

いて、計画期間は最長で５カ年度間となります。

　また、「新規、変更の別」には、該当する□に「レ」を記入してください。

　「３　温室効果ガスの排出の抑制に関する目標を達成するための基本方針」には、特

定事業者等の事業の概要や特性に応じて、中長期的な取組を見据えた基本方針や考え方

を記載してください。

　「４　事業活動に伴うエネルギーの使用量」には、事業活動に伴うエネルギーの種類

ごとの使用量及び原油換算エネルギー使用量を記載してください。（別紙での提出も可

能です。）

　「５　温室効果ガスの排出量及び排出の抑制に関する目標」の「温室効果ガス排出

量」は、全ての特定事業者等が必ず記載してください。

　「基準年度」は、原則として、計画期間の初年度の前年度とし、「目標年度」は計画

期間の最終年度としてください。

　「原単位排出量」については、温室効果ガスの排出量の削減目標を原単位排出量で設

定した場合にのみ、記載してください。

　「原単位排出量」を記載する際は、「原単位に用いた指標」には、温室効果ガスの排

出の量と密接な関係を持つ指標（売上金額、生産数量、延べ床面積等）を、「原単位に

用いた指標の設定方法」には、温室効果ガスの排出の量と密接な関係を持つ指標を複数

用いて原単位の指標を設定した場合の計算方法等の考え方を記載してください。

　「６　温室効果ガスの排出の抑制を図るために実施しようとする措置の内容」には、

実施予定の運用改善や設備更新等の措置について、記載してください。

　「７　条例第11条に規定する措置の内容」には、再生可能エネルギーの他者への供給

や森林の保全及び整備等であって、計画書作成時点で想定されるものを記載してくださ

い。

　「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に貢

献するする技術や商品の開発等の取組などを、記載してください。

　記入欄が不足する場合は、適宜追加してください。

　基準年度における温室効果ガス排出量の内訳を添付してください。

　また、原油換算エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の算定に当たって、実測値に

基づく単位発熱量や排出係数を使用する場合は、その根拠となる資料を添付してくださ

い。

計画書を作成した実際の部署

・担当者、連絡先等を

必ず記入してください。

→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点→計画書の内容等で不明な点

がある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせてがある際、県より連絡をさせて

いただくため。いただくため。いただくため。いただくため。


